
 

1 
 

令和８年９月藤沢市議会定例会 

議 案 第 ４ ３ 号  資 料 

藤沢市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例の一部改正について 

 

本市では、市民及び事業者の皆様から排出される一般廃棄物等について、適正な

処理及び処理に係る負担の公平性を確保するため、手数料を定めています。このた

び、公共料金の見直しに伴い、一般廃棄物等処理手数料の改定を行うとともに、関

連法令の改正に伴う引用条項の整理を行うため、藤沢市廃棄物の減量化、資源化及

び適正処理等に関する条例（以下、「条例」という。）の一部改正案を提出するもの

です。 

 

１ 関係法令の改正に伴う引用条項の整理について 

(1) 条例改正の趣旨 

国における「廃棄物の処理及び清掃に関する法律等の一部を改正する法律」

（令和８年法律第４３号）の公布に伴い、条例において引用している条項にず

れが生じるため、所要の整理（条文の整理）を行うものです。 

(2) 関係法令の改正に伴う引用条項の整理内容（案） 

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」の引用条項のずれに伴う条例の整理

内容は、次のとおりです。 

表１ 引用条項の整理 

対象例規名 条・項番号 現行の引用条文 改正後の引用条文(案) 

藤沢市廃棄物の

減量化、資源化

及び適正処理等

に関する条例 

第 31 条 

第 9 条の 3の 3第 2項 第 9条の 3の 3第 3項 

第 32 条 

第 33 条第 1項・ 

第 2項 

第 34 条第 1項・ 

第 2項 

第 31 条 
第 9 条の 3の 3第 3項 第 9条の 3の 3第 4項 

第 34 条第 1項 

(3) 施行時期 

公布の日、又は「廃棄物の処理及び清掃に関する法律等の一部を改正する法

律」（令和８年法律第４３号）の施行の日のいずれか遅い日。 
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２ 一般廃棄物等処理手数料の改定について 

(1) 条例改正の趣旨 

本市の一般廃棄物等処理手数料については条例で定めており、原則として３

年に１度、公共料金の見直しを行っています。コスト分析の結果、物価高騰や

労務費の上昇等に伴い単位当たりコストが増加していることから、受益者負担

の適正化及び負担の公平性の確保を図るため、一般廃棄物等処理手数料を改定

するものです。 

(2) 経費の分析及び基準コスト（公共料金）の算出について 

公共料金の見直しにあたっては、「見直しの基本的な考え方」などに基づき、

令和６年度の一般廃棄物処理に係る決算を基礎として、収集・運搬、中間処理

及び最終処分に要する経費の分析を行いました。その結果、ごみ処理有料化導

入当初と比較して、人件費、燃料費及び資材費等の上昇により、ごみ処理等に

要する経費が約６割増加しており、現行の手数料を維持した場合、処理経費に

占める税負担の割合が増加し、負担の不均衡が生じる状況にあります。このこ

とから、各手数料区分の「単位当たりコスト（原価）」及び単位当たりコスト

に調整率（負担割合）を考慮した公共料金に該当する「基準コスト」を算出し

ました。 

表２ 各手数料区分の単位当たりコスト及び基準コスト一覧 

 

単位あたり

コスト

調整率

（負担割合）

基準コスト

（公共料金）

単位あたり

コスト

調整率

（負担割合）

基準コスト

（公共料金）

1
動物の死体処分

(直接搬入・焼骨返却有り)
１体 4,851円 100% 4,800円 9,347円 100% 9,000円

2
動物の死体処分

(直接搬入・焼骨返却無し)
１体 2,587円 100% 2,500円 5,226円 100% 5,000円

3
動物の死体処分

（収集・処分）
１体 1,334円 75% 1,000円 2,884円 100% 3,000円

4 家庭系指定収集袋(中袋) 20㍑相当の袋１枚 156円 25% 40円 249円 20% 50円

5 家庭系直接搬入 10kg当たり 270円 40% 110円 412円 40% 160円

1 事業系指定収集袋（中袋） 20㍑相当の袋１枚 200円 75% 150円 320円 100% 300円

2 事業系直接搬入 10kg当たり 270円 100% 270円 412円
100%

350円(R9.10.1)

400円(R10.10.1)

3 産業廃棄物処分手数料 10kg当たり 270円 100% 270円 412円
100%

350円(R9.10.1)

400円(R10.10.1)

令和6年度決算に基づき算出

事業系

取扱区分種別 単位

各取扱区分の算定年度に基づき算出

家庭系
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(3) 基準コスト（公共料金）に関する基本的な考え方 

本市では、受益者負担の適正化を基本としつつ、排出者の区分や社会的背景

を総合的に勘案し、次の考え方に基づいて基準コスト（公共料金）を算定し、

手数料を改定します。 

ア 動物の死体処理（直接搬入・収集処理） 

動物を飼養していた特定の受益者を対象としていることや、民間の動物霊

園においても同様のサービスがあることから、直接搬入の調整率（負担割合）

は１００％を維持し、改定額を「９,０００円（焼骨あり）」及び「５,０００

円（焼骨なし）」に設定します。また、収集処理については、調整率（負担割

合）を７５％から１００％に変更し、改定額を「３,０００円」に設定しま

す。 

イ 家庭系廃棄物（指定収集袋） 

市民の急激な負担増を抑制するため、現行の調整率（負担割合）である  

２５％から２０％へ引き下げ、改定額を「５０円」に設定します。 

ウ 家庭系廃棄物（直接搬入） 

１０ｋｇ当たりの単位当たりコスト（４１２円）に対する調整率（負担割

合）４０％を維持し、改定額を「１６０円」に設定します。 

エ 事業系廃棄物（指定収集袋） 

事業者の自己処理責任の原則並びに国の「食品循環資源の再生利用等の促

進に関する基本方針」等に基づき、税負担の公平性を確保するため、調整率

を１００％（原価相当）に変更し、改定額を「３００円」（原価３２０円）に

設定します。 

オ 事業系廃棄物及び産業廃棄物（直接搬入） 

事業者の急激な負担増を抑制するため、２段階に分けて原価相当額まで改

定します。第１段階は、改定額を１０ｋｇ当たり「３５０円」に設定し、第

２段階は「４００円」（原価４１２円）に設定します。 

(4) 激変緩和措置について 

指定収集袋による家庭系廃棄物の処理については、市民の急激な負担増を抑

制するため、調整率（負担割合）を現行の２５％から２０％に引き下げて改定

します。 

直接搬入による事業系一般廃棄物等については、事業者の急激な負担増を抑
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制するため、改定時期を２段階に分けて改定します。 

(5)  手数料の改定内容について 

ア 一般廃棄物等処理手数料の改定案（条例別表第１関係） 

条例別表第１に定める一般廃棄物等処理手数料の具体的な改定案は次の

とおりです。 

表３ 一般廃棄物等処理手数料（案） 

種 別 取扱区分 
現行の処理手数料 

（調整率「負担割合」） 

改定後の処理手数料(案) 
（調整率「負担割合」） 

施行予定日 

動物の死体
（畜産業に係
るものを除
く。） 
 
 
 
 
 

専用焼却炉で処理 
直接搬入・焼骨返却有り 

１体につき4,800円 
（100％） 

１体につき9,000円 
（100％） 

令和9年4月1日 

専用焼却炉で処理 
直接搬入・焼骨返却無し 

１体につき2,500円 
（100%） 

１体につき5,000円 
（100%） 

令和9年4月1日 

市が収集して専用焼却炉
以外で処理 

１体につき1,000円 
（75%） 

１体につき3,000円 
（100%） 

令和9年4月1日 

１の項に掲げ
るもの以外の
一般廃棄物等 

家庭系 
指定収集袋 

大袋１袋につき  80円 
中袋１袋につき  40円 
小袋１袋につき  20円 
ミニ袋１袋につき10円 

（25%） 
 

大袋１枚につき  100円 
中袋１枚につき   50円 
小袋１枚につき   25円 
ミニ袋10枚につき125円 

（20%） 
令和9年10月1日 

事業系 
指定収集袋 

大袋１袋につき300円 
中袋１袋につき150円 

（75%） 

大袋１枚につき600円 
中袋１枚につき300円 

（100%） 
令和9年10月1日 

事業系一般廃棄物 
指定する焼却施設又は破
砕施設に直接搬入 
（10kg当たり※） 
 

270円 
（100%） 

【第1段階】350円 
令和9年10月1日 

【第2段階】400円 
令和10年10月1日 

（100%） 

家庭系臨時廃棄物（大型
ごみ・特別大型ごみを除
く。） 
指定する焼却施設又は破
砕施設に直接搬入 
（10kg当たり※） 
 

 
110円 

（40%） 

 
160円 

（40%） 
令和9年10月1日 

家庭系臨時廃棄物 
指定する最終処分場に直
接搬入 
（10kg当たり※） 
 

 
110円 

（40%） 

 
160円 

（40%） 
令和9年10月1日 

※10kg 以下は一律 
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イ 産業廃棄物処理手数料の改定案（条例別表第２関係） 

条例別表第２に定める産業廃棄物処理手数料の具体的な改定案は次のと

おりです。 

表４ 産業廃棄物※１処理手数料（案） 

取扱区分 
現行の費用 

（調整率「負担割合」）

改定後の費用(案） 

（調整率「負担割合」） 

施行予定日 

市長が認める範囲内の産業廃棄物を指

定する焼却・施設、破砕施設又は最終

処分場に直接搬入 

（10kg当たり※２） 

 

270円 

（100％） 

【第1段階】350円 

令和9年10月1日 

【第2段階】400円 

令和10年10月1日 

（100%） 

※1：公民館まつりなど利益を得ずに市民が運営する地域事業等で発生した産業廃棄物 

※2：10kg 以下は一律 

(6) 指定収集袋について 

手数料の改定に伴い、新料金が適用された指定収集袋と、旧料金の指定収集

袋を明確に区別し、円滑な制度の移行を促進するため、色を変更します（表５）。 

また、市民や事業者の皆様がすでに購入された旧料金指定収集袋が無駄にな

らないよう、一定の「経過措置期間」を設けます（表６）。 

ア 指定収集袋の色変更 

表５ 指定収集袋の色 

区 分 指定収集袋の種類 容量 現行の地色 改定後の地色 

 

 

一般廃棄物 

 

 

家庭用可燃ごみ・ 

不燃ごみ共通袋 

大袋 40リットル相当  

 

桃色 

 

 

藤色 
中袋 20リットル相当 

小袋 10リットル相当 

ミニ袋 5リットル相当 

事業系廃棄物 
事業者用可燃ごみ・ 

不燃ごみ共通袋 

大袋 40リットル相当  

青色 

 

緑色 

中袋 20リットル相当 
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イ 旧指定収集袋の経過措置（条例附則第２項関係） 

表６ 経過措置期間 

対象となる旧袋 
経過措置期間 

（併用可能期間） 

期間中の適用料金 趣旨・備考 

改正前に交付された

家庭用・事業者用指

定収集袋 

（旧色：桃色・青色） 

令和９年１０月１日 

（施行日）から 

令和９年１２月３１日 

まで（３か月間） 

なお従前の例による 

（旧料金での排出が

可能） 

市民・事業者の買置き

袋の無駄の予防や買

い替え時の混乱を防

止する等、負担の軽減

を図ります。 

 

(7) 施行時期及び段階的改定のスケジュール 

改定手数料の種類や激変緩和措置に基づき、改定は次のとおり段階的に実施

します。 

ア 第一期 令和９年４月１日施行 

動物の死体に係る処理手数料の改定。 

イ 第二期 令和９年１０月１日施行 

家庭系指定収集袋、事業系指定収集袋、家庭系直接搬入の改定。事業系一

般廃棄物直接搬入及び産業廃棄物直接搬入（第１段階：３５０円／１０ｋｇ）

の改定、指定収集袋の色変更の開始。 

ウ 移行期間 令和９年１０月１日～令和９年１２月３１日 

旧指定収集袋の経過措置期間（旧料金で継続使用可能、３か月間）。 

エ 第三期 令和１０年１０月１日施行 

事業系一般廃棄物直接搬入及び産業廃棄物直接搬入の第２段階改定 

（３５０円から原価相当の４００円／１０ｋｇへの引き上げ）。 

(8) 市民・事業者への周知方法 

今回の料金改定は、市民生活や事業活動に密接に関わるものであるため、市

ホームページやごみ分別アプリ、広報ふじさわといった代表的な媒体を通じて

周知を行います。 

施設への直接搬入に伴う料金改定については、焼却施設での事前周知や許可

業者を通じて排出事業者への周知を行います。また、指定収集袋の料金改定に

ついては、指定収集袋の取扱店舗や公共施設での掲示など、複数の手段を通じ
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て丁寧でわかりやすい事前周知を行います。 

さらに、旧料金指定収集袋の買い置きに対する「３か月間の経過措置（併用

期間）」など、移行期間中の取扱いについて丁寧な周知を図り、制度の移行に

伴う無用の混乱の防止に努めます。 

 

３ 今後のスケジュール（予定） 

令和 ８年 ９月 市議会定例会において条例改正案の上程 

１０月 改定料金・経過措置に関する広報・周知の開始 

令和 ９年 ４月 【第一期】「動物の死体」に係る改定料金の適用開始 

     １０月 【第二期】指定収集袋（家庭系・事業系）の新料金・新色袋

の販売及び移行開始、直接搬入（家庭系・事業系（第１段階））

の改定料金の適用開始、旧指定収集袋の経過措置適用開始 

令和 ９年１２月 旧指定収集袋の経過措置終了 

令和１０年１０月 【第三期】「直接搬入される事業系一般廃棄物及び産業廃棄

物」の第２段階改定料金の適用開始 

なお、関係法令の改正に伴う引用条項の整理については、公布の日又は「廃棄物

の処理及び清掃に関する法律等の一部を改正する法律」（令和８年法律第４３号）

の施行の日のいずれか遅い日に施行します。 

以 上 

 

（環境部 環境総務課、環境事業センター、環境施設課） 


